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【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 平成26年12月25日提出

【発行者名】 損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　數間　浩喜
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【事務連絡者氏名】 野上　英樹

【電話番号】 03-5290-3517

【届出の対象とした募集（売出）内国

投資信託受益証券に係るファンドの

名称】

損保ジャパン－ＤＩＡＭ日本株アクティブ・ファンド

【届出の対象とした募集（売出）内国

投資信託受益証券の金額】
募集額　2,000億円を上限とします。
 

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成26年10月14日付をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）につきまして

訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するものであります。
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２【訂正の内容】

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部　　　　　は訂正内容を示します。
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第一部【証券情報】
　

（７）【申込期間】
＜訂正前＞

　継続申込期間　平成26年10月15日から平成27年10月14日までです。

※継続申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することにより更新されます。

＜訂正後＞

　継続申込期間　平成26年10月15日から平成27年10月14日までです。

※当ファンドは、信託約款の規定に基づき、平成27年３月27日に信託終了（繰上償還）を行う予定

です。

信託終了（繰上償還）を行うこととなった場合には、継続申込期間を平成27年３月９日までと

し、以降の申込期間の更新は行いません。

 

（１２）【その他】
以下の記載内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

①　申込証拠金

ありません。

 

②　日本以外の地域における発行

ありません。

 

③　振替受益権について

　当ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、前記「（１１）振替機関に関する事項」に

記載の振替機関の振替業にかかる業務規程等の規則にしたがって取り扱われるものとします。

　ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および前記「（１１）振替機関に関する事項」

に記載の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。

 

≪信託終了（繰上償還）＜予定＞のお知らせ≫

　当ファンドは平成12年７月より運用を開始しましたが、受益権総口数が信託約款で定める口数

（１億口）を下回っており、今後、受益権口数の大幅な増加も見込めないため、平成27年３月27日

をもって信託を終了（繰上償還）する予定です。

　また、信託終了（繰上償還）することとなった場合、平成27年３月10日以降のご換金の申込みに

ついて、信託財産留保額を撤廃する予定です。

 

手続き日程
 
①　公告日　　　　　　　　　：平成26年12月25日

②　異議申立期間　　　　　　：平成26年12月25日～平成27年２月２日

③　信託終了（繰上償還）正式決定日：平成27年２月２日

＜信託終了(繰上償還)決定の場合には下記の手続きとなります。＞

④　信託約款変更適用日　　　：平成27年３月10日

信託財産留保額撤廃

※なお３月10日以降、購入のお申込みを停止します。

⑤　信託終了（繰上償還）日　：平成27年３月27日
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　異議お申立ての受益者の受益権口数が、公告日現在の受益権総口数の二分の一を超えないとき

に、予定通り平成27年３月27日をもって信託を終了（繰上償還）いたします（異議お申立ての受益

者の受益権口数が、公告日現在の受益権総口数の二分の一を超えた場合は、信託終了（繰上償還）

は行いません。）。

 

　信託終了（繰上償還）の決定につきましては、弊社ホームページにてご確認いただけます。

 

第二部【ファンド情報】
　

第１【ファンドの状況】
　

１【ファンドの性格】

（３）【ファンドの仕組み】
＜訂正前＞

（略）

③　委託会社等の概況

(ⅰ)資本金の額　　　1,550百万円(平成26年８月末現在)

（略）

(ⅲ)大株主の状況（平成26年９月１日現在）

（略）

＜訂正後＞

（略）

③　委託会社等の概況

(ⅰ)資本金の額　　　1,550百万円(平成26年10月末現在)

（略）

(ⅲ)大株主の状況（平成26年10月末現在）

（略）

 

２【投資方針】

（３）【運用体制】
＜訂正前＞

ａ．委託会社の運用体制と社内規程

（略）

※平成26年８月末現在のものであり、今後変更されることもあります。

 

ｂ．運用委託先の運用体制等

（略）

※　上記体制は、平成26年７月末現在のものであり、今後変更となる可能性があります。

＜訂正後＞

ａ．委託会社の運用体制と社内規程

（略）

※平成26年10月末現在のものであり、今後変更されることもあります。

 

ｂ．運用委託先の運用体制等

（略）

※　上記体制は、平成26年10月末現在のものであり、今後変更となる可能性があります。
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（５）【投資制限】
＜訂正前＞

（略）

⑪　先物取引等の運用指図

（略）

（ⅱ）　委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、わが国の取引所における通貨に係る先

物取引及びオプション取引ならびに外国の取引所における通貨に係る先物取引及びオプション

取引を行うことの指図をすることができます。

（ⅲ）　委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、わが国の取引所における金利に係る先

物取引及びオプション取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行うこ

との指図をすることができます。

 

⑫　スワップ取引の運用指図

（ⅰ）　委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった

受取金利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「ス

ワップ取引」といいます。）を行うことの指図をすることができます。

（略）

⑬　金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図

（ⅰ）　委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引及び為替先

渡取引を行うことの指図をすることができます。

（略）

⑱　資金の借入れ

（略）

⑲　受託会社による資金の立替え

（略）

（参考）「損保ジャパン－ＤＩＡＭ日本株アクティブ・マザーファンド」の運用の基本方針

（略）

（２）投資態度

（略）

⑥　国内において行われる有価証券先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号イに掲げるもの

をいいます。）、有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ロに掲げるもの

をいいます。）、有価証券オプション取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げるもの

をいいます。）、通貨に係る先物取引、通貨に係る選択権取引、金利に係る先物取引及び金利に

係るオプション取引ならびに外国の市場におけるこれらの取引と類似の取引（以下「有価証券先

物取引等」といいます。）を行うことができます。

⑦　信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金利または

異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ」取引といい

ます。）を行うことができます。

⑧　信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引及び為替先渡取引を行うこ

とができます。

⑨　信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する有価証券の貸付を行う

ことができます。

（略）
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＜訂正後＞

（略）

⑪　先物取引等の運用指図

（略）

（ⅱ）　委託会社は、わが国の取引所における通貨に係る先物取引及びオプション取引ならびに外国

の取引所における通貨に係る先物取引及びオプション取引を行うことの指図をすることができ

ます。

（ⅲ）　委託会社は、わが国の取引所における金利に係る先物取引及びオプション取引ならびに外国

の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。

 

⑫　スワップ取引の運用指図

（ⅰ）　委託会社は、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を一定の

条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの指図をするこ

とができます。

（略）

⑬　金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図

（ⅰ）　委託会社は、金利先渡取引及び為替先渡取引を行うことの指図をすることができます。

（略）

⑱　デリバティブ取引等に係る投資制限

　委託会社は、デリバティブ取引等について、一般社団法人投資信託協会規則に定める合理的な方

法により算出した額が、信託財産の純資産総額を超えることとなる投資の指図をしません。

 

⑲　資金の借入れ

（略）

⑳　受託会社による資金の立替え

（略）

（参考）「損保ジャパン－ＤＩＡＭ日本株アクティブ・マザーファンド」の運用の基本方針

（略）

（２）投資態度

（略）

⑥　信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する有価証券の貸付を行う

ことができます。

（略）
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３【投資リスク】
＜訂正前＞

（略）

＜リスクの管理体制＞

ａ．委託会社のリスク管理体制

（注）上図は、平成26年８月末現在のものであり、今後変更されることもあります。

 

ｂ．運用委託先のリスク管理体制等

（略）

※　上記のリスク管理体制は、平成26年７月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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＜訂正後＞

（略）

＜リスクの管理体制＞

ａ．委託会社のリスク管理体制

（注）上図は、平成26年10月末現在のものであり、今後変更されることもあります。

 

ｂ．運用委託先のリスク管理体制等

（略）

※　上記のリスク管理体制は、平成26年10月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】
＜訂正前＞

＜申込み時に受益者が負担する費用・税金＞

時期 項目 費用・税金

申込み時
申込手数料及び

消費税等相当額

申込手数料は、取得申込受付日の基準価額に3.24％（税抜

3.0％）を上限として販売会社が定めた申込手数料率を乗じて

得た額です。

※申込手数料率の詳細につきましては、販売会社までお問い合

わせください。

（略）

＜訂正後＞

＜申込み時に受益者が負担する費用・税金＞

時期 項目 費用・税金  

申込み時

申込手数料

及び消費税

等相当額

申込手数料は、取得申込受付日の基準価額

に3.24％（税抜3.0％）を上限として販売会

社が定めた申込手数料率を乗じて得た額で

す。

※申込手数料率の詳細につきましては、販

売会社までお問い合わせください。

販売会社によるファンドの商

品説明・投資環境の説明・事

務処理等の対価

（略）

 

（２）【換金（解約）手数料】
＜訂正前＞

　換金（解約）手数料はかかりません。ただし、ご換金時には信託財産留保額をご負担いただきま

す。

時期 項目 費用

解約請求時 信託財産留保額 解約請求受付日の基準価額に対して　0.3％

＜訂正後＞

　換金（解約）手数料はかかりません。ただし、ご換金時には信託財産留保額をご負担いただきま

す。

時期 項目 費用

解約請求時 信託財産留保額 解約請求受付日の基準価額に対して　0.3％

 

※「第一部　証券情報　（１２）その他」に記載の通り、信託終了（繰上償還）を行うこととなった

場合には、平成27年３月10日以降のご換金のお申込みについて、信託財産留保額はありません。
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（３）【信託報酬等】
＜訂正前＞

①　委託会社及び受託会社の信託報酬の総額は、計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年

率1.512％（税抜1.40％）を乗じて得た金額とし、委託会社と受託会社との間の配分は以下のとお

りです。（下記④のとおり、委託会社は販売会社への配分を一旦収受します。）

   （年率）

純資産総額

委託会社
（税抜） 販売会社

（税抜）
受託会社
（税抜）

 
ＤＩＡＭ
（税抜）

10億円までの部分 0.500% 0.300% 0.800%

0.10%

10億円超20億円までの部分 0.458% 0.279% 0.842%
20億円超30億円までの部分 0.418% 0.259% 0.882%
30億円超50億円までの部分 0.390% 0.245% 0.910%
50億円超150億円までの部分 0.336% 0.218% 0.964%
150億円超300億円までの部分 0.290% 0.195% 1.010%
300億円超の部分 0.250% 0.175% 1.050%

 
（略）

⑤　委託会社の報酬には、マザーファンドの運用の指図に関する権限を委託したＤＩＡＭアセットマ

ネジメント株式会社への投資顧問報酬が含まれます。投資顧問報酬の額は、計算期間を通じて毎

日、信託財産の純資産総額に前記の率を乗じて得た金額とし、各社への配分は前記の表のとおりで

す。

 

⑥　組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料は、信託財産が負担します。この他に、売買

委託手数料に対する消費税等相当額及び先物取引・オプション取引等及びコール取引等に要する費

用及び外国における資産の保管等に要する費用についても信託財産が負担します。信託財産の証券

取引等に伴う手数料や税金は信託財産が負担しますが、売買委託手数料や有価証券取引税等証券取

引に伴う手数料や税金は国や市場によって異なります。また、売買金額によっても異なります。

＜訂正後＞

①　委託会社及び受託会社の信託報酬の総額は、計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年

率1.512％（税抜1.40％）を乗じて得た金額とし、委託会社と受託会社との間の配分は以下のとお

りです。（下記④のとおり、委託会社は販売会社への配分を一旦収受します。）

・運用管理費用（信託報酬）＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

   （年率）

純資産総額

委託会社（税抜） 販売会社（税抜） 受託会社（税抜）

ファンドの運用の対価 購入後の情報提供、運
用報告書等各種書類の
送付、口座内でのファ
ンドの管理等の対価

運用財産の管理、
委託会社からの指
図の実行等の対価

 

  

 
ＤＩＡＭ
（税抜）

10億円までの部分 0.500% 0.300% 0.800%

0.10%

10億円超20億円までの部分 0.458% 0.279% 0.842%

20億円超30億円までの部分 0.418% 0.259% 0.882%

30億円超50億円までの部分 0.390% 0.245% 0.910%

50億円超150億円までの部分 0.336% 0.218% 0.964%

150億円超300億円までの部分 0.290% 0.195% 1.010%

300億円超の部分 0.250% 0.175% 1.050%
 
（略）

⑤　委託会社の報酬には、マザーファンドの運用の指図に関する権限を委託したＤＩＡＭアセットマ

ネジメント株式会社への投資顧問報酬が含まれます〔ファンドの運用の対価〕。投資顧問報酬の額

は、計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に前記の率を乗じて得た金額とし、各社への配

分は前記の表のとおりです。
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⑥　組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料は、信託財産が負担します。この他に、売買

委託手数料に対する消費税等相当額及び先物取引・オプション取引等及びコール取引等に要する費

用及び外国における資産の保管等に要する費用についても信託財産が負担します。信託財産の証券

取引等に伴う手数料や税金は信託財産が負担しますが、売買委託手数料や有価証券取引税等証券取

引に伴う手数料や税金は国や市場によって異なります。また、売買金額によっても異なります。

 

売買委託手数料 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

保管費用 有価証券等の保管等のために、海外の銀行等に支払う費用

 

（４）【その他の手数料等】
＜訂正前＞

（略）

②　委託会社は、前記①に定める信託事務の処理に要する諸費用のうち監査費用の支払いを信託財産

のために行い、支払金額の支弁を信託財産から受けることができます。この場合、信託財産に係る

監査費用及び当該監査費用に係る消費税等に相当する金額は、実際の費用額（年間27万円（税抜25

万円））を上限として、純資産総額に定率（年0.00324％（税抜0.0030％））を乗じて日々計算

し、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日及び毎計算期末または信託終了のとき信託財産からその支弁

を受けることとします。なお、監査費用の上限金額については、変動する可能性があります。

＜訂正後＞

（略）

②　委託会社は、前記①に定める信託事務の処理に要する諸費用のうち監査費用の支払いを信託財産

のために行い、支払金額の支弁を信託財産から受けることができます。この場合、信託財産に係る

監査費用及び当該監査費用に係る消費税等に相当する金額は、実際の費用額（年間27万円（税抜25

万円））を上限として、純資産総額に定率（年0.00324％（税抜0.0030％））を乗じて日々計算

し、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日及び毎計算期末または信託終了のとき信託財産からその支弁

を受けることとします。なお、監査費用の上限金額については、変動する可能性があります。

 

監査費用 監査法人に支払うファンド監査にかかる費用

 

（５）【課税上の取扱い】
＜訂正前＞

（略）

※　上記は平成26年８月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更

される場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されること

をお勧めします。

＜訂正後＞

（略）

※　上記は平成26年10月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更

される場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されること

をお勧めします。
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第２【管理及び運営】
　

２【換金（解約）手続等】
＜訂正前＞

（略）

（３）　一部解約の価額は、解約請求受付日の基準価額から当該基準価額に0.3％の率を乗じて得た額

を信託財産留保額
※
として控除した解約価額とします。解約代金は原則として解約請求受付日か

ら起算して５営業日目から販売会社の営業所等で支払われます。解約に係る手数料はありませ

ん。

※信託財産留保額は、換金する受益者が負担するものであり、基準価額から差引かれた信託財産

留保額は、信託財産に組入れられます。

（略）

＜訂正後＞

（略）

（３）　一部解約の価額は、解約請求受付日の基準価額から当該基準価額に0.3％の率を乗じて得た額

を信託財産留保額
※
として控除した解約価額とします。解約代金は原則として解約請求受付日か

ら起算して５営業日目から販売会社の営業所等で支払われます。解約に係る手数料はありませ

ん。

※信託財産留保額は、換金する受益者が負担するものであり、基準価額から差引かれた信託財産

留保額は、信託財産に組入れられます。

※「第一部　証券情報　（１２）その他」に記載の通り、信託終了（繰上償還）を行うことと

なった場合には、平成27年３月10日以降のご換金のお申込みについて、信託財産留保額はあ

りません。一部解約の価額は、解約請求受付日の基準価額となります。

（略）

 

３【資産管理等の概要】

（３）【信託期間】
＜訂正前＞

　無期限とします。ただし、この信託期間中に信託約款第50条第７項、第51条第１項、第52条第１

項、第53条第１項及び第55条第２項に規定する事由が生じた場合には、この信託を終了させることが

できます。

＜訂正後＞

　無期限とします。ただし、この信託期間中に信託約款第50条第７項、第51条第１項、第52条第１

項、第53条第１項及び第55条第２項に規定する事由が生じた場合には、この信託を終了させることが

できます。

※「第一部　証券情報　（１２）その他」に記載の通り、信託終了（繰上償還）を行うこととなった

場合には、信託期間は平成27年３月27日までとなります。

 

（５）【その他】
＜訂正前＞

（略）

⑦　運用に係る報告等開示方法

　委託会社は、金融商品取引法の規定に基づき計算期間終了毎に有価証券報告書を、計算期間開始

６ヵ月経過毎に半期報告書を作成します。また、委託会社は「投資信託及び投資法人に関する法

律」の規定に基づき各計算期間の末日毎及び償還時に運用報告書を作成し、かつ知られたる受益者

に交付します。

※平成26年12月１日以降は交付運用報告書を作成し、かつ知られたる受益者に交付する予定です。

（略）
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＜訂正後＞

（略）

⑦　運用報告書に記載すべき事項の提供

(ⅰ)　委託会社は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条第１項に定める運用報告書の交付に代

えて、運用報告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供します。

(ⅱ)　前記(ⅰ)の規定にかかわらず、委託会社は、受益者から運用報告書の交付の請求があった場合

には、これを交付します。

（略）

 

第三部【委託会社等の情報】
　

第１【委託会社等の概況】
　

１【委託会社等の概況】
＜訂正前＞

（１）資本金の額（平成26年８月末現在）

（略）

（２）会社の機構（平成26年８月末現在）

（略）

＜訂正後＞

（１）資本金の額（平成26年10月末現在）

（略）

（２）会社の機構（平成26年10月末現在）

（略）

 

２【事業の内容及び営業の概況】
＜訂正前＞

（略）

　委託会社の運用する投資信託（親投資信託を除きます。）は平成26年８月末現在、計106本（追

加型株式投資信託94本、単位型株式投資信託12本）であり、その純資産総額の合計は732,090百万

円です。

＜訂正後＞

（略）

　委託会社の運用する投資信託（親投資信託を除きます。）は平成26年10月末現在、計108本（追

加型株式投資信託96本、単位型株式投資信託12本）であり、その純資産総額の合計は782,247百万

円です。
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